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 東日本大震災では、発災時に施設の破壊やバッテリー切れによって、携帯電話が期待したほど利用でき

なかったとか、特定の通信会社の携帯電話しか利用できなかったという調査結果もある。この点、携帯電

話をはじめとする情報通信市場では、市場における事業者間の競争状況を評価（競争評価）し、それに基

づいて、多様な規制政策がとられているが、大規模広域災害時の事業継続の在り方、地域コミュニティへ

の影響等については十分に配慮がなされていない。最近の先行研究では、地域コミュニティにおいて地区

防災計画づくりを行うに当たっては、ICT の活用が重要な鍵になっているとされるが、規制当局や通信会

社側では、そのような点が十分に勘案されておらず、また、地域コミュニティとの連携もされていない。

そこで、本研究では、経済法の観点から、情報通信市場を例に、地区防災計画等地域コミュニティとの関

係を踏まえた新しい競争評価や競争政策の在り方について考察を行ってみたい。 

 

１ ICT に係る東日本大震災の教訓 

東日本大震災では、公助の限界の限界を迎える中

で、地域コミュニティにおける住民や事業者による

共助による防災活動が大きな役割を果たした。 

その際に、総務省（2012）や内閣官房（2014）等

の調査分析によれば、SNS 等の ICT が、地域コミュ

ニティの住民等の生活情報の伝達等に一定の役割を

果たしたとされている。 

ただし、発災時に施設の破壊やバッテリー切れに

よって、携帯電話が期待したほど利用できなかった

とか、特定の通信会社の携帯電話しか利用できなか

ったという調査結果も出ていることに留意する必要

がある。 

 

２ 地区防災計画制度と ICT 

この点、地区防災計画制度と ICT についての先行

研究としては、西澤・筒井（2014）、西澤・筒井・金

（2014）、金・筒井・西澤（2015）及び田中（行）（2015）

があるが 、いずれも地域防災力強化の観点から ICT

を活用することの重要性やその可能性について指摘

している。 

そして、これらを受けて、金・西澤・筒井（2016）

では、マンションの地域コミュニティにおける地区

防災計画づくりについて参与観察的な立場から分析

を行っており、地域コミュニティにおいて地区防災

計画づくりを行うに当たっては、地域住民等による

ICT の活用が重要な鍵になっているとされているほ

か、ICT を利用した防災活動が地域活動の活性化や

地域コミュニティ全体の活性化につながる可能性を

指摘している。 

 

３ 情報通信市場の規制政策と競争評価 

ところで、携帯電話をはじめとする情報通信市場

では、市場における事業者間の競争状況を評価し、

これに基づいて、各事業者に対する多様な規制政策

がとられている。 

例えば、関係設備（回線等）に多額の投資が必要

であるという情報通信市場の特性を踏まえ、多様な

事業者の市場への参入の促進と市場の活性化の観点

から、NTT のような市場における市場支配力（簡単

に言えば、価格をつり上げる価格支配力）を有する

大規模事業者に対しては関係設備を適当な価格によ

って他の事業者に貸し出すことを義務付ける等して

いる。 

このような規制を実施するに当たっては、事前又

は事後に、ユーザー（消費者）の選好動向等を踏ま

えて評価の対象となる市場の範囲を確定し、移動系

通信（携帯電話）、固定系通信（固定電話、ブロード

バンド、ISP 等）等に市場を分け）等の市場ごとに、

市場の規模、シェア（契約数、収益等）、市場集中度、
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料金・品質等、サービス変更状況、MVNO、市場間・

レイヤー間のレバレッジ等の状況を踏まえ、各市場

における事業者による市場支配力を「存在」と「行

使」に分けて評価し、電気通信設備に係る規制措置

等の妥当性を検証している（競争評価。岡田・林

（2014）121 頁以下、林・西澤（2007）、同（2008）

参照。）。 

この競争評価の実施に当たっては、客観性や中立

性が重要な要素となり、その分析手法や評価結果は、

情報通信分野だけでなく法律や経済等の分野におけ

る高度な専門性を必要とする内容となっているが、

従来の競争評価においては、特定の事業者の市場に

おけるシェアやその変化、ライバル企業の状況、サ

ービス価格の動向、ユーザー（消費者）の動向等を

踏まえつつ分析が行われるものの、例えば、災害時

の事業の継続の状況やその可能性、企業の所在地に

おける地域コミュニティとの連携の状況や可能性に

ついては、ほとんど考慮されておらず、ユーザー（消

費者）がそのような点についてどのように考えてい

るかについては、全く分析が行われてこなかった。 

 

４ 地域コミュニティとの関係を踏まえた競争政

策の可能性 

現在、首都直下地震や南海トラフ地震の発生が危

惧されている中で、発災時の共助等に重要な役割を

果たす携帯電話等の情報通信サービスについて、発

災時の事業継続や地域コミュニティとの共助に係る

検討を行うことなく、規制政策を進めるのは難しい

のではないかと考える。 

前述のように、最近の先行研究では、地域コミュ

ニティにおいて地区防災計画づくりを行ったり、防

災活動を契機として地域コミュニティの活性化を進

めるには、ICT の活用が重要な鍵になっているとさ

れている。 

そのような点を踏まえるならば、今後情報通信市

場の競争評価を行うに当たっては、従来考慮してき

た要素の他に、発災時の事業継続や地域コミュニテ

ィとの共助について勘案すべきであり、その際には、

地区防災計画に係る取組の状況も大きなメルクマー

ルになるのではないかと考える。 

今後、情報通信市場の競争政策においては、情報

通信学や経済法学の観点も踏まえ、地区防災計画等

地域コミュニティとの関係を踏まえた新しい競争評

価の在り方について検討を行うべきであると考える。 
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